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第１ 包括外部監査の概要 

1. 監査の種類 
地方自治法第252条の37第1項に基づく包括外部監査 

 

2. 選定した特定の事件（監査テーマ） 
「新秋田元気創造プラン」における産業・雇用戦略に関する財務事務の執行並び

に事業の管理について 

 

3. 監査の対象期間 
令和５年度を対象期間とするが、必要に応じて過年度及び令和６年度の一部につ

いても監査対象に含めることとした。 

 

4. 特定の事件（監査テーマ）を選定した理由 
県は、最重要課題である人口減少問題克服に向けた取組の充実・強化を図るた

め、「～大変革の時代～ 将来に夢と希望を持てる秋田の創生に向けて」と題し
て、県政運営の指針である「新秋田元気創造プラン」（以下『新プラン』とい
う。）を策定している。 

令和５年度の包括外部監査では、人口減少対策として新プランで取り上げられて
いる、「戦略4 未来創造・地域社会戦略」および「戦略6 教育・人づくり戦略」
をテーマとして、若者の県内定着・回帰の促進や若年女性の転出超過の抑制に向け
た取組に関する事業等を監査対象としたが、人口減少対策は、様々な角度から総合
的な施策が求められるため、令和６年度の監査においては、新プランにおける「戦
略1 産業・雇用戦略」に焦点を当てることとした。 

 

県は新プランにおいて、“元気”を創造するための施策のうち、特に注力すべきも
のとして行政資源を効果的・効率的に投入するものを「選択・集中プロジェクト」
に位置付け、強力に推進するとしているが、3つあるプロジェクトのうちのひとつ
が、「プロジェクト1 賃金水準の向上」である。 

 

県の分析によると、全国的に、賃金水準が高い地域ほど社会増（人口流入）が大
きくなり、賃金水準が低い地域ほど社会減（人口流出）が大きくなる傾向があり、
両者には相関関係が見られるという。秋田県の社会動態の状況を見ても、近年、東
京圏との賃金水準の格差が大きい年ほど、社会減が大きくなっており、両者は強く
相関していると県は認識している。 

 

このことから県は、「1人当たり県民所得」を押し上げることで東京圏等との賃
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金水準格差の縮小を図り、人口の社会減の抑制につなげることを目指している。そ
のための重点戦略の1つが「産業・雇用戦略」である。 

   

新プランに記載されている「産業・雇用戦略」で、県が認識している現状と課
題、そして県が目指す将来の姿、施策の方向性を把握し、主要施策が適切に実施さ
れているかどうかを、経済性・効率性・有効性の観点から検証することは、重要で
ある。 

 

秋田県経済の活性化が賃金水準の向上につながり、結果的に人口の社会減が抑制
されることで、最重要課題である人口減少問題の克服に結び付き、また、「産業・
雇用戦略」における取組が有効に実施されることが、豊かな自然に恵まれた秋田県
の将来を「高質な田舎」へと導くと考えることから、今年度包括外部監査のテーマ
として選定することとした。 

 

5. 監査の対象となる部局 
主として「産業労働部」 

 

6. 監査の実施方法 
(ア) 監査の視点 

① 産業・雇用戦略に関する各事業に係る財務事務の執行の合規性 
産業・雇用戦略に関する各事業に係る財務事務及び県の規程等が、関係法令等に

準拠しているか。 

 
② 産業・雇用戦略に関する各事業に係る財務事務の経済性・効率性・有効性 

産業・雇用戦略に関する各事業に係る財務事務が、経済性、効率性及び有効性の
観点から、合理的かつ適切に行われているか。 

 

(イ) 主な監査手続 
① 新プラン及び「産業労働部 施策の概要」に記載の事業から、新プランの

「戦略1 産業・雇用戦略」、選択・集中プロジェクトのなかの「プロジェ
クト1 賃金水準の向上」に関連する事業につき、一定の基準に基づき監査
対象となる事業を選択する。なお、選択する事業は、金額的、質的に重要性
が高いと判断されるものとした。 

② 監査の対象とした各事業につきヒアリングを実施し、事業の概況を把握す
る。 

③ 関係資料を入手し、閲覧、照合、分析、質問を行う。 

④ 賃金水準の向上を常に念頭に置き、新プランにおいて示されている「秋田の
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目指す将来の姿」を達成するために、監査の対象となった各事業が有効に行
われているかどうかを検証する。 

 

7. 監査の実施期間 
令和６年６月２８日（着手日）から令和７年３月２５日まで 

 

8. 包括外部監査人及び補助者 
(ア) 包括外部監査人 

越山 薫（公認会計士） 

 

(イ) 外部監査人補助者 
鈴木 實（公認会計士） 

佐藤哲也（公認会計士） 

 

9. 利害関係 
包括外部監査の対象とした事件について、包括外部監査人及び外部監査人補助者

は、地方自治法第252条の29の規定により記載すべき利害関係はない。 
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第２ 監査対象事業の概要 

1. 秋田県経済の現状 
【東北各県との比較】 
 

2023年度版「東北経済のポイント（経済産業省 東北経済産業局）」によると、
データで見る秋田県経済の現状は、次の通りである。 

 
① 域内総生産（名目） 

2020年度は3.5兆円で前年度より減少し、東北6件の中では最も少なかった。東北
全体では34.3兆円で、宮城県9.5兆円、福島県7.8兆円、岩手県4.7兆円、青森県4.5

兆円、山形県4.3兆円の順である。 

 

（監査人コメント） 
秋田県は、域内総生産金額（名目）で、他県より大きく引き離されているのが現状

である。 
 

② 所得 
2020年度の地域別1人当たり県民所得は、東北地方が2,746千円であった。全国

2,978千円（＝100）に対する東北地方の1人当たりの県民所得水準は、92.2と前年
度の90.2から上昇した。県別にみると、秋田県は2,583千円で、山形県2,843千円、
福島県2,833千円、宮城県2,803千円、岩手県2,666千円、青森県2,633千円の順とな
っており、東北では秋田県が最も低い金額となっている。 

 
③ 事業所数 

2021年の県別民営事業所数及び従業者数は、次の通りであった。 

（前回比単位：％） 
 事業所数 従業者数 

年 2016 年 2021 年 前回比 2016 年 2021 年 前回比 
青森県 59,069 57,973 △1.9 498,988 498,418 △0.1 
岩手県 59,451 56,850 △4.4 525,264 518,167 △1.4 
宮城県 102,026 104,258 2.2 1,006,886 1,031,186 2.4 
秋田県 49,432 46,884 △5.2 413,719 398,671 △3.6 
山形県 56,551 53,779 △4.9 475,435 465,796 △2.0 
福島県 88,128 87,744 △0.4 806,130 802,365 △0.5 
東北 414,657 407,488 △1.7 3,726,422 3,714,603 △0.3 
全国 5,578,975 5,844,088 4.8 56,872,826 57,949,915 1.9 
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（監査人コメント） 

民営事業所数は全国では増加しているが、東北では宮城県を除いて減少し、秋田県
は 5.2％と大きく減少した。従事者数も同様で、秋田県は 3.6％と大きく減少してい
る。事業所数、従業者数ともに、秋田県の減少率は東北で最も高い比率を表してい
る。 

 
④ 工場立地 

2022年の東北地域の工場立地件数（製造業）は、前年より4件増（5.4％増）の78

件となり、2年連続で増加した。県別では、立地件数が多い順に福島県22件（前年
20件）、宮城県21件（同11件）、山形県16件（同24件）、秋田県8件（同5件）、青
森県7件（同8件）、岩手県4件（同6件）となった。 

 
⑤ 給与 

2022年の東北平均の所定内給与額（10人以上常用労働者を雇用する民営事業所）
は26.5万円と、全国平均の31.2万円の84.9％の水準にとどまっている。 

 
 万円/月 全国の順位 

宮城県 28.4 23 位 
福島県 26.8 33 位 
秋田県 25.9 41 位 
山形県 25.5 43 位 
岩手県 25.2 44 位 
青森県 24.8 47 位 

東北平均 26.5 － 

全国平均 31.2 － 
 
また、東北地域の最低賃金は次の表の通りであり、全国の加重平均額を下回って

いる。監査期間中に2024年度の最低賃金が決まったため、その金額も含め表に記載
している。 

（円/時間） 
 2022 年度 2023 年度 引上げ額 2024 年度 引上げ額 

全国加重平均額 961 1,004 +43 1,055 +51 
青森県 853 898 +45 953 +55 
岩手県 854 893 +39 952 +59 
宮城県 883 923 +40 973 +50 
秋田県 853 897 +44 951 +54 
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山形県 854 900 +46 955 +55 
福島県 858 900 +42 955 +55 

最高（東京都） 1,072 1,113 +41 1,163 +50 
最低 853 893 +40 951 +58 

 
（監査人コメント） 

秋田県の 2024 年度の最低賃金は、前年度より 54 円引き上げられたが、それでも全
国で最も低い金額となっている。 

 
⑥ 倒産 

2022年の東北地域の企業倒産（負債総額1,000万円以上）は341件（うち新型コロ
ナウイルス関連188件）、負債総額は557億円であった。県別では、宮城県（100

件）が最も多く、次いで福島県（66件）、岩手県（47件）、山形県（47件）、青森
県（45件）、秋田県（36件）の順となっている。 

 
⑦ 開業率・廃業率 

2022年度の東北地域の開業率を雇用保険統計でみると2.83％で、全国については
3.88％となった。また廃業率に関しては、東北地域の廃業率は3.37％となり、全国
は3.25％である。 

     （注）開業率＝雇用保険の当該年度における新規適用事業所数/前年度末の適用事業所数×100（％） 

        廃業率＝雇用保険の当該年度における廃止事業所数/前年度末の適用事業所数×100（％） 

県別にみると、次の通りである。 

      
2022 年度の開業率・廃業率                                                                               （単位：％）  

 全国 東北 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 
開業率 3.88 2.83 2.61 2.39 3.31 2.36 2.46 3.15 
廃業率 3.25 3.37 3.56 3.22 3.50 3.24 3.08 3.39 

   
（監査人コメント） 

開業率は、将来の経済発展にとって重要な指標であると考えているが、秋田県の場
合、東北各県と比較しても開業率は低い。 

 
なお、開業率と廃業率の直近のデータは以下の通りである。 

 ［開業率］                           （単位：％） 
年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 
全国 4.4 4.2 5.1 4.4 3.9 ― 

秋田県 2.6 2.5 2.7 2.4 2.3 2.3 
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青森県 3.1 2.9 2.9 2.5 2.6 2.6 
岩手県 3.2 2.9 3.2 2.7 2.4 2.6 
宮城県 4.1 3.6 4.1 3.7 3.3 3.2 
山形県 3.1 2.8 3.4 2.8 2.5 2.7 
福島県 3.7 3.1 3.8 3.5 3.2 3.0 

東北平均 3.4 3.0 3.5 3.1 2.8 2.8 
 
  ［廃業率］                           （単位：％） 

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 
全国 3.5 3.4 3.3 3.1 3.3 ― 

秋田県 3.3 3.4 3.6 3.0 3.2 3.5 
青森県 3.4 4.0 3.2 3.3 3.6 3.6 
岩手県 3.2 3.8 3.4 2.9 3.2 3.4 
宮城県 3.2 3.6 3.3 3.2 3.5 4.2 
山形県 3.3 3.4 3.0 3.0 3.1 3.6 
福島県 3.4 3.4 3.2 4.4 3.4 4.1 

東北平均 3.3 3.6 3.3 3.4 3.4 3.8 
 

⑧ 付加価値生産性 
2021年の東北地域における付加価値生産性は1,111万円/人で、全国は1,382万円/

人となっている。これは全国（＝100）に対し、80.4の水準となっている。 

県別付加価値生産性（製造業計）（2021年）               （単位：万円/人） 

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 東北 全国 
978 966 1,230 941 1,137 1,200 1,111 1,382 

 
（注）付加価値生産性とは、従業者 1 人当たりの付加価値額（万円/人）でる。 

   2021 年の付加価値生産性の従業者数は 2022 年 6 月 1 日現在の数値を用いて算出 

「資料：2022 年経済構造実態調査（全事業所）」 

 
（監査人コメント） 

付加価値生産性も、東北各県の中では、秋田県が一番低い値を示している。 
 

⑨ 後継者不在率 
2023年度版「東北経済のポイント（経済産業省 東北経済産業局）」に記載はな

いが、秋田県の後継者不在率及び社長の平均年齢は、次の通りである。 
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  ［社長の平均年齢］ 

  
（監査人コメント） 

秋田県の場合、後継者不在率が高く、社長の平均年齢も高い。事業承継が進んで
いないものと思われる。 

 
【監査人から見た秋田県経済の現状】 

上記の各種データから明らかなように、秋田県経済は、東北の他県と比較して
も、産業分野においては低迷しているのがわかる。域内総生産（名目）は東北 6 県
の中では最も少なく、事業所数や従事者数の減少率は最も高い。また、工場立地件
数も他県と比べて特に目立つほどではない。給与水準は中位ではあるが、全国の順
位からすると、下位に低迷している。また 2024 年度の最低賃金は、全国で最も低
い金額となった。倒産件数は少なく、廃業率は高くはないものの、将来の秋田県経

全 国 53.9%
1 鳥 取 県 71.5%
2 秋 田 県 70.0%
3 島 根 県 69.2%
4 北 海 道 66.5%
5 沖 縄 県 66.4%
6 神 奈 川 県 63.6%
7 大 分 県 62.9%
8 愛 媛 県 62.5%

後継者不在率（2023年）

53.8 

56.3 

59.5 

62.3 62.4 62.5 

54.0 

56.6 

58.4 

60.3 60.4 60.5 

52.0

54.0

56.0

58.0

60.0

62.0

64.0

1990年 2000年 2010年 2021年 2022年 2023年

年
齢

社長の平均年齢推移

秋田県 全国
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済を担っていかなければならない新規企業の育成を考えると、開業率が東北 6 県で
最も低い水準であるのは気になるところである。また、付加価値生産性も東北 6 県
の中では最も低い。 
 秋田県は、日本の食糧庫としての重要な役割を担っており、農業分野に力を入れ
ていかなければならない県であるが、農業以外の産業分野においても、低迷してい
る現状を変えていくための施策が必要である。 
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2. 秋田県の産業・雇用政策の概況 
① 秋田県の産業構造 

就業人口から見た本県の産業構造は、全国と同様に、第1次産業就業者数が減少
し、第3次産業就業者数が増加傾向にあり、徐々にサービス関連産業の就業者数の
割合が高くなってきている。 

県内産業の生産規模を示す県内総生産は、第3次産業が全体の71.8％と高い割合
を占めており、対全国シェアは0.6％台で推移している。 

 
② 産業構造の転換と基盤強化 

本県産業のデジタル化の推進や、今後成長が見込まれる分野への積極的な展開を
支援することで、社会の変化に対応しつつ秋田の強みを生かした力強い産業構造へ
の転換を図っている。 

      
 デジタルイノベーションの推進 

IoT や AI 等のデジタル技術の普及・導入を促進し、デジタル人材の確保・
育成や新ビジネスの創出に向けた支援等を行う 

 中小企業・小規模企業者の振興 
「秋田県中小企業振興条例」の趣旨を踏まえた、相談機能の強化、各種制

度融資の充実、設備投資等の支援等を通じて、県内中小企業・小規模企業者
の生産性向上、経営基盤強化等を図っていく 

 成長分野・中核企業の育成 
新たに本県産業を牽引するリーディング企業の育成を図るため、自動車、

情報関連、風力発電等の新エネルギー分野の参入の促進を図る 
 

③ 安定した雇用の確保 
本県では、近年、職種間での求人・求職のミスマッチや少子高齢化に伴う人材不

足が課題となっており、企業誘致や地域産業の振興に加え、働き方改革の推進によ
る質の高い雇用の場の創出や学び直し機会の提供によるキャリアアップの促進、女
性、高齢者、障害者及び外国人など多様な人材の活躍推進に向けた雇用環境の整備
や就業機会の確保を図っている。 

 
④ 工業振興による地域経済の活性化 

経営規模の拡大や企業価値の向上に取り組む企業を支援することにより、電子部
品・デバイス産業など地域経済を牽引する中核的企業の創出を目指す。 

 
⑤ 県内企業の海外展開への支援 

オンライン商談や越境ＥＣなど、新たな貿易手法の普及にも努めながら、海外展
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開により新たな収益基盤の構築を目指す県内企業に対し、計画策定から成約に至る
までの各プロセスにおいて必要な支援に取り組んでいる。 

また、東アジア地域の国々の地方政府との交流や関係機関との連携を進め、県内
企業のビジネス機会の創出や海外展開に向けた機運の醸成に取り組む。 

さらに、国外では、タイにビジネスサポートデスクを設置し、県内企業の現地で
の商談等をサポートするとともに、取引機会の創出を図っている。 

（出典：あきた県政概況 2024） 
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3. 新秋田元気創造プラン 

【新プランの概要】 

県は、2022年度からの4年間の県政運営指針として、「～大変革の時代～ 将来
に夢と希望を持てる秋田の創生に向けて」というタイトルで、時代の潮流やこれま
での成果と課題を踏まえつつ、新たな視点を加えながら、本県の更なる発展に向け
て実施すべき重点的な施策を取りまとめた「新秋田元気創造プラン」を策定した。 

この新プランでは、概ね10年後の姿として、「個性が尊重され一人ひとりが躍動
する姿」、「産業競争力が強化され交流が活発な姿」、「安全・安心が確保されて
いる姿」の三つを掲げており、その実現に向け、賃金水準の向上など波及効果の高
い取組を「選択・集中プロジェクト」として位置づけるとともに、「産業・雇用」
をはじめとした六つの重点戦略と三つの基本政策に取り組み、「強靭化」、「持続
可能性」、「存在感」、「多様性」の四つの元気を創造していくことを目指してい
る。 

 
 【プロジェクト 1 賃金水準の向上】 

県が掲げている3つの「選択・集中プロジェクト」のうちの1つとして取り上げら
れているのが、「プロジェクト1 賃金水準の向上」である。 

 
① 賃金水準と社会動態 

全国的に賃金水準が高い地域ほど社会増（人口流入）が大きくなり、賃金水準が
低い地域ほど社会減（人口流出）が大きくなる傾向があり、両者には相関関係が見
られる。本県の賃金水準は全国下位に位置しており、全国のすう勢を上回るペース
で社会減が続いている。 
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【注】2020 年賃金構造基本統計調査における推計方法の見直しに伴い、参考として、見直し後の推計方法による過

去分の集計が行われているが、この章における賃金水準の算出には用いていない。 

② 東京圏との賃金水準と本県の社会動態 
近年、東京圏との賃金水準の格差が大きい年ほど、社会減が大きくなっており、

両者は強く相関していることが分かる。本県の社会減のうち、対東京圏が約5～6割
を占めていること（※1）、また、県民が県外に転出する理由の約5割が「就職・転
職」であること（※2）を踏まえると、東京圏との賃金水準の格差は、本県の社会
減の大きな要因の一つになっていると考えられる。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※1 総務省「住民基本台帳移動報告」から算出 

※2 秋田県「人口移動理由実態調査」から算出 

△0.48

△0.46

△0.44

△0.42

△0.40

△0.38

△0.36

△0.341.48

1.50

1.52

1.54

1.56

1.58
2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

賃金水準格差（東京圏÷秋田県）

社会増減率

■ 賃金水準格差と秋田県の社会増減率

賃金水準
格差
(倍)

社会増減率
(％)

〔東京圏〕
東京都、埼玉県、千葉、
神奈川県の加重平均

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省「人口推計」から作成

（年）

2019年
賃金水準格差 1.496倍
社会増減率 △0.37％
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③ 賃金水準と 1 人当たり県民所得 
県民所得を県人口で除した「1人当たり県民所得」を見ると、本県の水準は、全

国平均を大きく下回っているほか、東京圏の7割に達しておらず、これが東京圏と
の賃金水準格差を生み出している。 

 1 人当たり県民所得（2018 年度） 
秋田県  2,697 千円※（全国 36 位） 
     →東京圏の 67％ 
東京圏  4,009 千円 
全国平均 3,317 千円 

（監査人コメント） 
県の説明によると、この金額は新プラン作成時の統計データに基づく数値であり、

監査日現在のデータに置き換えると 2,598 千円で、実際には約 99 千円少ないのが現
状である。「総論」を参照。 

  
④ 労働生産性 

本県の労働生産性は、近年、全国平均を上回るペースで向上しているものの、い
まだ全国低位に位置しており、東京圏を大きく下回っている。 

 労働生産性（2018 年度） 
秋田県  7,136 千円※（全国 38 位） 
     →東京圏の 76％ 
東京圏  9,429 千円 
全国平均 8,615 千円 

         
（監査人コメント） 

県の説明によると、この金額は新プラン作成時の統計データに基づく数値であり、
監査日現在のデータに置き換えると 7,025 千円で、実際には約 111 千円少ないのが現
状である。「総論」を参照。 

         
⑤ 県内就業率 

本県の県内就業率は、全国中位で推移しているものの、東京圏や全国平均を下回
っている。また、女性や高齢者を中心に、働く意欲を持ちながら、求職活動を行わ
ない“潜在的労働者”の割合が、全国平均や東京圏と比較すると、相対的に高くなっ
ている。 

求職活動を行わない理由として最も多いのは「病気・けがのため」だが、「高齢
のため」、「出産・育児のため」、「介護・看護のため」、「知識・能力に自信が
ないため」、「探したが見つからなかった」、「希望する仕事がありそうにない」
等の理由も多く挙げられている。 
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 県内就業率 
秋田県  50.3％※（全国 24 位） 
東京圏  54.2％ 

      全国平均 51.9％ 
（監査人コメント） 

県の説明によると、この比率は新プラン作成時の統計データに基づく数値であり、
監査日現在のデータに置き換えると 50.9％で、実際には 0.6％高いのが現状である。
「総論」を参照。 

         
   

プロジェクトの“道筋″ 
（1） プロジェクトのねらい 

「労働生産性」と「県内就業率」の向上により「1 人当たり県民所得」を押し上げ
ることで東京圏等との賃金水準格差の縮小を図り、社会減の抑制につなげることに
ある。   

社会減の抑制が将来の自然減の抑制につながり、秋田県内の人口減少の抑制につ
なげることをねらいとしている。 

 
（2） プロジェクトの方向性 

① 労働生産性の向上 
 【主な取組】（新プランより戦略 1 に関するものを抜粋―以下同様） 

  ［人材・資本への投資の促進］ 
 賃金の引上げに取り組む県内企業等を応援する制度の構築 
 即戦力となるプロフェッショナル人材の獲得に向けた支援 
 職業訓練メニューの拡充など在職者の学び直しへの支援 
 M＆A など経営規模の拡大に取り組む県内企業への支援 
 建設産業における経営改善や合併等により経営基盤の強化を図る県内企業へ

の支援 
 生産性の向上に向けた協業化など企業間連携の取組への支援 
 企業の新規立地・増設や本社機能等の移転への支援 
 成長産業や先進的な技術を有するベンチャー企業等の誘致の促進 

     ［イノベーションの促進］ 
 IoT 等を活用した新商品の開発や新たな生産方式の導入の促進 
 付加価値の高い新商品・新サービスの開発の核となる研究シーズの開発・育

成 
 新分野への進出・業態転換等への支援 

 ［県際収支の改善］ 
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 海外展開の段階に応じた県内企業への支援 
 

② 県内就業率の向上 
 【主な取組】 
 ［潜在的労働者等の就業の促進］ 

 離職者等の就業に向けたキャリアコンサルティングや学び直しによる職種転
換への支援 

 ［起業の促進］ 
 女性・若者、潜在的起業者層等の起業意識の醸成と起業準備・事業立ち上げ

への伴走型の支援 
 ［県内就職の促進］ 

 中学生や高校生を対象とした県内企業説明会・ガイダンス等の実施 
 就職支援員による高校生への就職支援 

  
（3） 目指すべき賃金水準 

本プロジェクトでは、社会減の大きな要因となっている東京圏等との格差の縮小
に向け、賃金水準の向上について中期的な観点から目標値を設定し、男女間の格差
の解消も意識しながら、まずは、産業構造が大きく異なる三大都市圏（※1）を除いた
地方圏（※2）の平均との格差の縮小を目指す。 

また、特に若者の県内就職の促進が喫緊の課題であることから、新規学卒者の所
定内給与額についても目標値を設定する。 

※1 東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）、名古屋圏（愛知県、岐阜県、三重県）、大阪圏（大阪

府、京都府、兵庫県、奈良県）に属する 11 都府県 

※2 三大都市圏に属しない 36 道県 
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 本県の景気動向と賃金水準・１人当たり 県民所得の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
出典：県「秋田県県民経済計算」、「秋田県景気動向指数」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」から作成 

【目標値】 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※１ ６月分の所定内給与額（※２）×12＋年間賞与その他特別給与額 
※２ 超過労働給与額（時間外勤務手当等）以外の諸手当を含む。 
※３ 大学卒・高校卒以外の学歴については、2019年以前分の実績値が公表されておらず、これまでのすう

勢を分析することができないため、具体的な目標値は設定しないが、大学卒・高校卒と同様に、全国平均
との格差の縮小に向けた取組を推進する。 
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県民所得
(千円)

（年・年度）

〔ＣＩ指数（一致指数）〕 
  有効求人倍率、鉱工業生産指数など景気とほぼ連動する指標の量的な動きを合成したもの（2015年平均＝100） 

項目 現状値

【2019年】 【2025年】 【2030年】

地方圏平均の87％
地方圏平均の95％ 地方圏平均

項目 現状値 目標値

【2020年】 【2025年】

全国平均の94％ 全国平均

全国平均の92％ 全国平均

目標値

賃金水準※１

新規学卒者の
所定内給与額※２

秋田県　    3,530千円

地方圏平均　4,064千円

格差　　　　▲534千円

秋田県　    212.4千円

全国平均　  226.0千円

格差　　　 ▲13.6千円

[大学卒]

秋田県　    163.9千円

全国平均　　177.7千円

格差　　　 ▲13.8千円

[高校卒]

[大学卒]

[高校卒]

※３
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4. 監査対象とした重点戦略 
新プランでは、「戦略1 産業・雇用戦略」「戦略2 農林水産戦略」「戦略3 

観光・交流戦略」「戦略4 未来創造・地域社会戦略」「戦略5 健康・医療・福祉
戦略」「戦略6 教育・人づくり戦略」の6つの重点戦略を掲げ、取組を推進してい
るが、今回の監査では、「戦略1 産業・雇用戦略」に焦点をあてて監査を実施す
る。 

 
【産業・雇用に関する本県の現状と課題】 

［本県の産業構造と労働生産性］ 

県内企業の9割以上が中小企業・小規模企業者となっており、本県経済を支えて
いるが、大企業と比較すると、収益性に差があり、本県の労働生産性は全国で下位
の水準にとどまっている。 

 

［深刻化する人材不足］ 

本県では有効求人倍率が高水準で推移しているが、職種間における需給のミスマ
ッチが解消されない状況が続いている。また、県内企業の経営者の高齢化が進む
中、後継者不在率は約7割となっており、黒字のまま廃業してしまうケースも見受
けられるなど、地域経済に影響を及ぼしかねない状況にある。 

    
（監査人コメント） 

(株)帝国データバンクの調査によると、全国の 2023 年度後継者不在率は 53.9％
で低下傾向にあり、後継者問題は改善傾向にあるのに対して、秋田県の 2023 年度
後継者不在率は 70.0％で前年より上昇しており、全国で 2 番目に高い。不在率が
70％台になったのは、鳥取県と秋田県のみである。 

 
［デジタル化への対応の遅れ］ 

社会のデジタル化が加速しているが、県内企業を対象としたアンケート結果によ
ると、経営課題に対応してＩＣＴを効果的に活用している企業の割合は少なく、早
急な対応が求められている。 

 

［グリーン成長への社会要請］ 

気候変動のリスクが高まる中、温暖化への対応を経済成長の制約やコストとする
時代は終わり、成長の機会として捉える時代に突入している。経済と環境の好循環
を生み出していく“グリーン成長”を実現するため、あらゆる産業分野で変革が進ん
でおり、県内企業も対応を迫られている。 
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［大変革期を迎える自動車産業］ 

自動車産業は動力源がエンジンから電動モーターに変わる“100年に一度の大変革
期”を迎えている。自動車産業の製造品出荷額等は本県全体の約5％を占めている
が、EV化により部品点数は大幅に縮小することが見込まれており、将来を見据えた
事業展開の見直しが急務となっている。 

 

［導入拡大が進む再生可能エネルギー］ 

政府は2021年10月に第六次エネルギー基本計画を閣議決定し、2030年度の電源構
成に占める再生可能エネルギー割合の大幅な引き上げを示した。本県では、洋上風
力発電をはじめとして再生可能エネルギーの更なる導入が計画されており、我が国
のエネルギー供給を支える役割を担うことが期待されている。 

 
［脆弱な経営基盤と後継者の不足］ 

食品製造業（食料品、飲料等）や伝統的工芸品等産業は、本県の特色を生かした
産業である一方、小規模な事業者が多く、製造品出荷額等が伸び悩んでいる。ま
た、地域の安全・安心を支える建設業は、本県の重要な産業となっているが、深刻
な人手不足が生じており、将来にわたる安定的な経営に課題を抱えている。 

  
食料品製造業の製造品出荷額等（2023 年） 

（単位：百万円） 
東北順位 県名 製造品出荷額等 

1 位 宮城県 716,046 
2 位 青森県 435,075 
3 位 岩手県 419,531 
4 位 山形県 333,180 
5 位 福島県 312,007 
6 位 秋田県 110,854 

（出典：経済産業省 2023 年経済構造実態調査） 

 
［サービス需要の落ち込みと消費行動の変化］ 

人口減少に伴うマーケットの縮小やコロナ禍の影響により、商業・サービス業を
営む多くの事業者が厳しい経営環境に置かれており、消費行動の急激な変化への対
応も急務となっている。 

 

［環境の変化による誘致機会の拡大］ 

大都市圏への移動距離や輸送コストが誘致のネックとなっていたが、高速道路の
延伸等によるアクセス性の向上に伴い、県内では自動車産業を中心とした産業の集
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積が進んでいる。さらに、コロナ禍を契機としてリスク管理の観点から本社機能や
生産拠点を地方へ分散する動きが見られるほか、テレワーク等の多様な働き方の普
及により、情報関連産業等を中心に移転や新たな拠点の開設に関心を持つ企業が増
加しており、誘致を働きかけやすい環境となっている。 

その結果企業の誘致件数は、2010年以降の累積で、2023年度には138件に達して
いる。 

 
【目指す 4 年後の姿】 
 

［目指す姿１ 産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強化］ 
県内企業がこれまで培ってきた経営資源や強みとなる技術等を確実に次世代に引

き継ぐとともに、新分野への進出やデジタル技術を活用した新たな付加価値の創出
等に積極的にチャレンジする成長力の高い企業を育成し、芯の強い県内産業の構築
を目指す。 

 
＜施策の方向性＞ 

※各項目の冒頭の番号は、「新プランの戦略番号」―「目指す姿の番号」―「施策の方向性

の項目の順番」として記載している。（以下同様） 

１－１－１ 経営資源の融合と事業承継の促進 
１－１－２ デジタル技術の活用と促進 
１－１－３ 産学官連携による研究開発の推進 
１－１－４ 地域経済を牽引する県内企業の育成 
１－１－５ アジア等との貿易の促進 
１－１－６ 産業人材の確保・育成 
１－１－７ 起業の促進と小規模企業の振興 
 

    [目指す姿２ 地域資源を生かした成長産業の発展] 
将来にわたって成長が見込まれる分野への県内企業の参入や、変革に対応した事

業の再構築が進み、独自性の高いコア技術や豊富なエネルギー資源等の本県の強み
を生かした新技術・新製品の開発が活発に行われる活力ある産業の実現を目指す。 

 
  ＜施策の方向性＞ 

   １－２－１ 輸送機関連産業の振興 
   １－２－２ 新エネルギー関連産業の振興 
   １－２－３ 情報関連産業の振興 
   １－２－４ 医療福祉・ヘルスケア関連産業の振興 
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   [目指す姿３ 歴史と風土に培われた地域産業の活性化] 
 事業者間や異業種間の連携が進み、歴史や風土が育んだ本県ならではの原材料や
技術・サービスと、時代に即した価値観が融合することで、新たな付加価値が創出
され、持続的に発展する地域産業の実現を目指す。 

 
   ＜施策の方向性＞ 
   １－３－１ 食品製造業の振興 
   １－３－２ 伝統的工芸品等産業の振興 
   １－３－３ 商業・サービス業の振興 
   １－３－４ 建設産業の振興 
   １－３－５ 環境・リサイクル産業の振興 

   
   [目指す姿４ 産業振興を支える投資の拡大] 

 成長力の高い企業が数多く本県に進出するとともに、誘致企業と県内企業との取
引が拡大することで地域経済が活性化し、女性や若者にとって魅力的な雇用の場が
創出される社会の実現を目指す。 
 
＜施策の方向性＞ 
１－４－１ 企業立地等の促進 
１－４－２ 港湾施設の整備 
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5. 産業労働部 
① 組織図  
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② 予算 
（単位：千円、％） 
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③ 「秋田県中小企業振興条例」と「あきたの企業元気づくり指針」について 
中小企業が本県経済の発展や雇用の確保に極めて重要な役割を担っており、その

振興が本県経済の活性化に不可欠との観点から、中小企業の振興に関する施策を総
合的に推進し、本県経済の持続的な発展及び県民生活の向上に寄与するため、「秋
田県中小企業振興条例」（平成２６年秋田県条例第６２号。以下「条例」とい
う。）が平成２６年３月に制定された。 

条例第１７条に基づき、県の中小企業の振興に関する施策の総合的な推進を図る
ため、中小企業の振興に関する施策の方向性を「指針」として定め、条例第８条 

から第１３条に基づく「６つの基本的施策」を推進している。  

 

 
 


